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嶺井正也 教授 履歴・業績

嶺井正也 教授 履歴・業績
【履 歴】
１９４７（昭和２２）年５月１０日 鹿児島県鹿屋市生まれ
【学歴】
１９６６年３月 鹿児島県立甲南高等学校 卒業
１９７１年３月 東京教育大学教育学部教育学科教育学専攻 卒業
１９７３年３月 東京教育大学大学院教育学研究科修士課程教育学専攻 修了
１９７６年８月 東京教育大学大学院教育学研究科博士課程教育学専攻 単位取得退学
【学位】
教育学（修士）
【職歴（専任）】
１９７６年９月 山梨県立女子短期大学幼児教育科 講師
１９７８年１０月 山梨県立女子短期大学幼児教育科 助教授
１９８２年４月 専修大学経営学部 助教授
１９８６年４月 専修大学経営学部 教授
【職歴（兼任）】
中央大学，千葉大学，茨城大学，石巻専修大学，東京聖栄大学，筑波大学大学院，東洋大学大学院など。
【学内役職歴】
大学：教職課程協議会委員・委員長，入学試験委員会委員，自己点検・評価運営委員会委員，教員資格審査委
員会委員，高大連絡協議会委員・座長，学生部委員・次長
学部：自己点検実施委員会委員長，学部長補佐
【学会活動】
公教育計画学会（会長歴あり），日本教育政策学会（会長歴あり），筑波大学教育学会
日本教育行政学会
【公的活動】
国会参考人
１９８５（昭和６３）年１２月８日 参議院文教・科学委員会「文教・教育職員免許法等の一部改正案について」
２０００（平成１２）年５月９日 参議院文教・科学委員会「国民の祝日に関する法律の一部を改正する法律案につ
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いて」
２００６（平成１８）年４月２０日 参議院文教・科学委員会「学校教育法等の一部を改正する法律案について」
２００６（平成１８）年１２月６日 参議院教育基本法に関する特別委員会静岡地方公聴会「教育基本法等の改正につ
いて」
２００７（平成１９）年４月２６日 衆議院教育再生に関する特別委員会「学校教育法等の一部を改正する法律案等に
ついて」
学校評議員・学校運営連絡協議会委員
・神奈川県立海老名高等学校，同百合ケ丘高等学校の学校評議員
・東京都立大田桜台高等学校，同狛江高等学校の学校運営連絡協議会委員
【業 績】
【著書】
＜単著＞
『障害児と公教育』明石書店，１９９７年２月
『現代教育政策の論点』八月書館，２００６年１２月
＜編著（共編著を含む）＞
海老原治善・黒沢惟昭と『『現代教育科学論のフロンティア』エイデル研究所，１９９０年１０月
小沢牧子と『教育総研理論講座・２１世紀に開く教育 第２巻 共生・共育を求めて』明石書店，１９９６年３月
熊谷一乗・国祐道広と『転換期の教育政策』八月書館，１９９８年６月
『教育理論の継承と発展―海老原教育学の地平をふまえて』アドバンテージサーバー，２００１年４月
『共生時代の教育を展望する』八千代出版，２００３年５月
中川登志男と『選ばれる学校・選ばれない学校──公立小・中学校の学校選択制は今』八月書館，２００５年７月
池田賢市と『教育格差―格差拡大に立ち向かう』現代書館，２００６年１０月
『グローバル化と学校教育』八千代出版，２００７年４月
ラストマイヤーと『インクルーシヴ教育に向かって』八月書館，２００８年３月
国祐道広と『公教育における包摂と排除』八月書館，２００８年７月
『転換点にきた学校選択制』八月書館，２０１０年２月
『ステップアップ教育学』八千代出版，２０１１年５月
中村文夫と『公教育への改革提言』八月書館，２０１１年５月
中村文夫と『市場化する学校』八月書館，２０１４年４月
『公平な社会を築く公教育論』八千代出版，２０１５年４月
＜共著＞
伊藤和衛編著『教育経営の基礎理論』（第章 日本における教育経営論の系譜），第一法規，１９７４年７月
持田栄一・市川昭午編著『教育福祉の理論と実際』（第３章４ 福祉国家の障害児教育），教育開発研究所，１９７５
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年３月
日本教育行政学会編『講座教育行政 １．教育の本質と教育行政学』（第部 第９章 教育と福祉），協同出版，
１９７８年１０月
日本臨床心理学会編『戦後特殊教育その構造と理論の批判』（第１部 第２章 戦後特殊教育制度の成立と政
策の展開及び年表），社会評論社，１９８０年４月
岡村達雄編『教育のなかの国家』（ 地教行法体制下の教育管理の構造と実態），勁草書房，１９８３年５月
第二次教育制度検討委員会 大田暁編〔第二次教育制度検討委員会報告書 現代日本の教育改革〕，勁草書
房，１９８３年９月
斎藤秋男編『“ともに学び・育つ”学校の探求 現代教育原理』（第３章 子ども・青年たちが訴えるもの），
自由書房，１９８４年２月
海老原治善，市川昭午編著『現代学校教育論と学校事務』（第一章 現代子ども像と人権・学習権の確立），エ
ムティ出版，１９９１年９月
斎藤秋男・土井正興・本多公栄編『教育のなかの民族』（第一部１０ 民族教育論の系譜），明石書店，１９８８年
市川昭午監修『日本の教育第３巻 岐路に立つ教育行財政』（第六章 教育福祉の理念と現実），教育開発研究
所，１９９１年５月
子どもの権利条約の趣旨を徹底する研究会編『子どもの権利条約と障害児』（６ せめて適正な手続きを，
７ 障害児の学校教育はどうあるべきか，１４ 子どもの権利条約と私たちの運動，あとがき），現代書
館，１９９２年４月
日教組２１世紀ビジョン委員会編『変化する社会と教育』（第４章 スウェーデンの教育改革と教員組合運動），
第一書林，１９９５年９月
高倉翔編著『教育における公正と不公正』（―３ 日本社会党の教育政策―教育における公正を求めて―），
教育開発研究所，１９９６年５月
並河信乃編『分権社会の創造』（第三章 教育の分権化と地域教育のあり方），東洋経済新報社，１９９６年６月
「共育への道」編集委員会『共育への道―「サラマンカ宣言」を読む』，アドバンテージサーバー，１９９８年３月
「能力に応じて，ひとしく」，「養護学校就学義務」『別学法学セミナー 法学入門 １９９８』，日本評論社，１９９８
年４月
黒沢惟昭・佐久間孝正編著『苦悩する先進国の生涯学習』（増補改訂版）（第５章 体系への模索―イタリアの
生涯学習），２０００年５月
子どもの権利条約の趣旨を徹底する研究会編『統合教育へ一歩踏み出す』現代書館，２０００年８月
小島弘道編『親の学校選択と学校運営』（障害を持つ子どもの学習権の保障），教育開発研究所，２００１年２月
Gesine Foljanty−Jost（edited）．）“Juvenile Delinquency in Japan : Reconsidering the ‘Crisis’ ” ‘The Revival of Lo-
cal Networks for Privention of Juvenile Delinquency ’ BRILL,２００３
中川登志男と『学校選択と教育バウチャー』八月書舘，２００７年２月
国民教育文化総合研究所編『ふり返り教育理論講座』アドバンテージサーバー，２０１３年１月
教育政策２０２０研究会編『公教育の市場化・産業化を超えて』（刊行にあたって及び第１章 新自由主義に唱導
される世界の公教育），八月書館，２０１６年１１月
佐藤康一郎編『変容するベトナムの社会構造』（第７章 ベトナムの教育改革），専修大学出版局，２０１７年２月
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＜論文＞
「教育・イデオロギー・国家 －教育課程行政研究の前提として－」日本教育行政学会研究年報第４号『教育
課程行政』，教育開発研究所，１９７８年１０月
「１９世紀後半におけるアメリカ合衆国の公立幼稚園制度の成立と展開」『山梨県立女子短期大学紀要 第１３
号』，１９８０年４月
「戦後教育・その実像と虚像」『季刊 福祉労働』２３号，現代書館，１９８４年６月
“Educazione e democrazia nel Giappone contemporaneo”，『人文科学研究所報 第１５６号』，専修大学人文科学
研究所，１９９４年２月
「長崎『障害』児就学訴訟の提起するもの －『障害』者差別論の手がかりとして－」『人文科学研究所年報
第１６号』，専修大学人文科学研究所，１９８６年３月
「発達論へのクリティシズム」『季刊 教育法 第７８号』エイデル研究所，１９８９年１１月
「構造改革の展開と教育政策の特質」日本教育政策学会年報第９号『構造改革と教育政策』八月書館，２００２年
６月
「インクルーシブ教育の確立に向けて」日本教育制度学会編『教育改革への提言集』東信堂，２００２年１２月
「イタリア中道右派政権・モラッティ教育改革に関する一考察」日本教育制度学会編『教育制度研究 第１０号』
東信堂，２００３年１１月
「敗戦後６０年：改めて戦争責任，戦後責任を」『新東亜 ６月号』，２００５年６月
「日本の歴史教育の基本的問題」『日本學』，東國大學校日本學研究所，２００５年１２月
「教育基本法『改正』について」『社会理論研究第８号』，社会理論学会，２００７年１１月
「問題多き教員免許更新制度の導入」『文教大学文教大学教育研究所紀要第１６号』，２００７年１２月
「ソーシャル・インクルージョンと公教育制度論」公教育計画学会年報『公教育計画研究 ３』，八月書館，２０１２
年６月
「インクルーシブ（包摂共生）教育の国際動向－概念を中心に－」『人文科学年報 第４６号』，専修大学人文科
学研究所，２０１６年３月
「戦後公教育体制の最終再編過程へ」公教育計画学会年報『公教育計画研究 ８』八月書館，２０１６年６月
＜研究資料等＞
「アメリカ合衆国」海老原治善編『資料・現代世界の教育改革』三省堂，１９８３年３月
「アメリカ合衆国の障害児教育に関する連邦法」『社会科学年報 第１９号』，専修大学社会科学研究所，１９８５年
３月
「村田栄一氏との対談 イタリアの教育改革はいつも実験中」村田栄一編『いま語る戦後教育』，１９９６年７月
「対談：日仏の学校制度と学校選択 嶺井正也×フランスワーズ・ウヴラール」園山大祐編著『学校選択のパ
ラドクス』勁草書房，２０１２年２月
＜翻訳＞
共訳『障害のある子とない子の交流教育』明石書店，１９９９年１１月
編訳 OECD著『学力低下と教育改革～学校での失敗と闘う』２００１年１月
編訳『障害，人権と教育』明石書店，２００３年５月
イ ン ク ル ー シ ブ
編訳『UNESCO・IBE カリキュラム発展のための道具箱 すべての学習者にゆきとどくために：排除しない
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教育を支えるためのリソースパック』公教育計画学会 HP掲載，２０１７年４月
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